
議案第５５号

羽曳野市長等及び職員のハラスメントの防止等に関する条例の

一部を改正する条例の制定について 

羽曳野市長等及び職員のハラスメントの防止等に関する条例の一部を改正する条例

を別紙のように制定する。 

  令和８年９月１日 提出

羽曳野市長 山入端 創
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  提 案 理 由

 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する

法律及び雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律の一部

改正に伴い、カスタマー・ハラスメント及び求職者等に対するセクシュアル・ハラスメ

ントに係る対策が義務化されたことにより、カスタマー・ハラスメントに関する市長等

の責務、必要な措置等を規定するとともに、就職希望者等に対するセクシュアル・ハラ

スメントを防止することを明記するほか、所要の改正を行うため、この条例を制定しよ

うとするものであります。
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羽曳野市長等及び職員のハラスメントの防止等に関する条例の

一部を改正する条例  

令和  年  月  日 

羽曳野市条例第 号 

羽曳野市長等及び職員のハラスメントの防止等に関する条例(令和 7 年羽曳野市条例

第 19 号)の一部を次のように改正する。 

題名の次に次の目次及び章名を付する。

目次 

第 1 章 総則(第 1 条・第 2 条) 

第 2 章 セクシュアル・ハラスメント等の防止等(第 3 条―第 5 条)

第 3 章 行政対象カスタマー・ハラスメントに関する措置等(第 6 条―第 9 条) 

第 4 章 相談窓口及びハラスメント苦情相談処理委員会の設置(第 10 条・第 11 条) 

第 5 章 公表の措置等(第 12 条・第 13 条) 

第 6 章 雑則(第 14 条・第 15 条) 

附則 

第 1 章 総則

第 1 条中「させ」の次に「、公務に従事する人材の確保を妨げ」を加え、「ものであ

る」を削り、「排除」の次に「し、及びハラスメントの被害から職員を保護」を、「市長

等」の次に「、任命権者及び職員」を加える。 

第 2 条第 1 号中「ハラスメント セクシュアル・ハラスメント」を「セクシュアル・

ハラスメント等 セクシュアル・ハラスメント」に改め、同条第 2 号中「悪化させる」

を「悪化させ、又は職業の選択に資する活動の妨げとなる」に改め、同条に次の 3 号を

加える。 

(7) 派遣労働者 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関

する法律(昭和 60 年法律第 88 号)第 2 条第 2 号に規定する派遣労働者であって、

本市に同条第 1 号に規定する労働者派遣の役務を提供する者をいう。 

(8) 指定管理者等 次に掲げる者をいう。

ア 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 244 条の 2 第 3 項の規定により本市の
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施設を管理するものがある場合における当該施設の管理に関する業務に従事す

る役員又は労働者 

イ 事業者が本市との請負契約その他の契約に基づいて業務を行う場合における

当該業務に従事する当該事業者の役員又は労働者 

(9) 就職希望者等 職員になろうとする者その他これに類する者として規則で定め

るものをいう。 

第 2 条の次に次の章名を付する。 

第 2 章 セクシュアル・ハラスメント等の防止等 

第 3 条第 1 項中「何人に対してもハラスメント」を「セクシュアル・ハラスメント

等」に改め、同条第 2 項中「、職員によるハラスメントの防止に関する研修その他の施

策を行うとともに」及び「次条第 1 項において同じ。」を削り、「ハラスメント」を「セ

クシュアル・ハラスメント等」に、「に関する」を「に関し、」に、「に当たらなければ

ならない」を「を行うものとする」に改め、同条第 3 項中「第 6 条第 4 項」を「第 10

条第 4 項」に、「ハラスメント」を「セクシュアル・ハラスメント等」に改め、同条第

4 項中「又は職員」を「、職員、派遣労働者又は指定管理者等(以下「公務従事者」とい

う。)」に、「ハラスメントに」を「セクシュアル・ハラスメント等に」に、「第 7 条第

1 項」を「第 11 条第 1 項」に改め、同条第 7 項中「第 6 条第 2 項に規定する相談員及

び第 7 条第 1 項」を「第 11 条第 1 項」に改め、「確認及び」を削る。 

第 4 条第 1 項及び第 2 項を次のように改める。 

任命権者(労働者派遣の役務の提供を受ける任命権者及び指定管理者等が従事する

事業に関する業務を所管する任命権者を含む。第 10 条第 2 項を除き、以下同じ。)

は、その指揮監督する職員、当該任命権者に労働者派遣の役務を提供する派遣労働者、

当該任命権者が所管する事業に関する業務に従事する指定管理者等又は就職希望者

等(以下「被指揮監督職員等」という。)がその能率を十分に発揮できるような勤務環

境を確保し、又は職業の選択に資する活動が妨げられないようにするため、研修その

他の職場におけるセクシュアル・ハラスメント等の防止に必要な措置を講じなければ

ならない。 

2 任命権者は、第 11 条第 5 項の規定による報告を受けた場合において、当該報告で被

指揮監督職員等が他の任命権者の指揮監督を受ける職員、当該他の任命権者に労働者

派遣の役務を提供する派遣労働者又は当該他の任命権者が所管する事業に関する業
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務に従事する指定管理者等(以下この項において「他の被指揮監督職員等」という。)

からセクシュアル・ハラスメント等を受けたとされていたときは、当該他の任命権者

に対し、必要に応じ、セクシュアル・ハラスメント等の再発防止に必要な措置を講ず

るよう求めるものとする。この場合において、当該他の任命権者は、これに応じて協

力しなければならない。 

第 4 条第 3 項中「その指揮監督する職員がハラスメント」を「被指揮監督職員等がセ

クシュアル・ハラスメント等」に、「苦情又は」を「苦情若しくは」に改め、同条第 4 項

中「その指揮監督する職員によるハラスメント」を「被指揮監督職員等によるセクシュ

アル・ハラスメント等」に改める。 

第 5 条の見出しを「(職員等の責務)」に改め、同条第 1 項中「何人に対してもハラス

メント」を「セクシュアル・ハラスメント等」に改め、同条第 2 項中「管理職員」の次

に「(一般職の職員の給与に関する条例(昭和 43 年羽曳野市条例第 445 号)別表第 2 の

職級が部長級の職員及び課長級の職員並びに出先施設の長をいう。以下同じ。)」を加

え、「ハラスメント」を「セクシュアル・ハラスメント等」に改め、同条第 3 項中「職

員」の次に「、派遣労働者又は指定管理者等」を加え、「次条第 2 項に規定する相談員

及び第 7 条第 1 項」を「第 11 条第 1 項」に改め、「確認及び」を削る。 

第 11 条を第 15 条とする。 

第 10 条中「ハラスメント」を「セクシュアル・ハラスメント等」に、「この条例」を

「第 12 条」に改め、「(昭和 22 年法律第 67 号)」を削り、同条を第 14 条とし、同条の

前に次の章名を付する。 

第 6 章 雑則 

第 9 条中「ハラスメントの当事者」を「セクシュアル・ハラスメント等の当事者又は

行政対象カスタマー・ハラスメントを受けた者」に改め、同条を第 13 条とする。 

第 8 条中「ハラスメント」を「セクシュアル・ハラスメント等」に改め、同条を第 12

条とし、同条の前に次の章名を付する。 

第 5 章 公表の措置等 

第 7 条第 2 項中「前条第 6 項(同条第 7 項において準用する場合を含む。)」を「第 3

条第 4 項又は前条第 6 項」に、「苦情相談の」を「苦情相談に係る」に改め、同条第 5

項を次のように改める。 

5 委員会は、市長及び苦情相談におけるセクシュアル・ハラスメント等の当事者に係

-  5  -



る任命権者又は行政対象カスタマー・ハラスメントを受けたとする公務従事者に係る

任命権者に調査及び審議の結果を報告するものとする。 

第 7 条を第 11 条とする。 

第 6 条第 1 項中「市長等又は職員からのハラスメント」を「任命権者は、セクシュア

ル・ハラスメント等又は行政対象カスタマー・ハラスメント」に改め、「苦情相談」の

次に「(議員による公務従事者に対するセクシュアル・ハラスメント等に関する苦情相

談を除く。第 4 項を除き、以下同じ。)」を加え、「設置する」を「設置するものとする」

に改め、同条第 2 項中「市長」を「任命権者」に改め、同条第 3 項中「に係る事実関係

の確認」を「の内容の聴取」に改め、同条第 4 項中「市長等又は職員」を「公務従事者」

に、「ハラスメント」を「セクシュアル・ハラスメント等」に改め、同条第 5 項中「(議

員による市長等又は職員に対するハラスメントに関する苦情相談を除く。)に係る事実

関係を確認」を「の内容を聴取」に、「市長及び苦情相談に係るハラスメントを行った

者の任命権者に」を「正当な理由がある場合を除き、市長及び当該苦情相談におけるセ

クシュアル・ハラスメント等の当事者に係る任命権者又は行政対象カスタマー・ハラス

メントを受けたとする公務従事者に係る任命権者に聴取結果を」に改め、同条第 6 項中

「(市長以外の任命権者が指揮監督する職員によるハラスメントに関する報告を除く。)」

を削り、同条第 7 項を削り、同条を第 10 条とする。 

第 5 条の次に次の 1 章及び章名を加える。 

第 3 章 行政対象カスタマー・ハラスメントに関する措置等 

(定義) 

第 6 条 この章から第 5 章までにおいて「行政対象カスタマー・ハラスメント」とは、

公務従事者に対するそれらの者の職務に係る行政サービスの利用者等の言動であっ

て、当該職務の性質その他の事情に照らして社会通念上許容される範囲を超えるもの

により、公務従事者が精神的若しくは身体的な苦痛を与えられ、その人格若しくは尊

厳が害され、又はその勤務環境が害されることをいう。 

(市長等の責務) 

第 7 条 市長は、他の任命権者が行う行政対象カスタマー・ハラスメントに対する措置

に関し、調整及び助言を行うものとする。 

2 市長は、次条第 2 項の規定による申出を受けた場合において、行政対象カスタマー・

ハラスメントがあり、かつ、その再発の防止に有効であると思料するときは、他の事
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業者又は議長に対し、再発の防止に必要な措置の実施を求めるものとする。 

3 副市長は、前 2 項に規定する事務の遂行に関し、市長を補佐するものとする。  

(任命権者の責務) 

第 8 条 任命権者は、公務従事者がその能率を十分に発揮できるような勤務環境を確

保するため、研修その他の行政対象カスタマー・ハラスメントの対処に必要な措置を

講じなければならない。 

2 任命権者は、第 11 条第 5 項の規定による報告を受けた場合において、行政対象カス

タマー・ハラスメントがあり、かつ、他の事業者又は議長による再発の防止措置が必

要であると思料するときは、市長に対し、その旨を申し出るものとする。 

3 任命権者は、公務従事者が行政対象カスタマー・ハラスメントに関する苦情相談の

申出をし、又は調査に協力したことを理由として、職場において不利益な取扱いを受

けることがないようにしなければならない。 

(職員等の責務) 

第 9 条 管理職員は、行政対象カスタマー・ハラスメントが生じた場合には、迅速かつ

適切に対処しなければならない。 

2 職員、派遣労働者又は指定管理者等は、第 11 条第 1 項に規定するハラスメント苦情

相談処理委員会が行う調査に協力しなければならない。 

第 4 章 相談窓口及びハラスメント苦情相談処理委員会の設置 

 

   附 則 

 この条例は、令和 8 年 10 月 1 日から施行する。 
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羽曳野市長等及び職員のハラスメントの防止等に関する条例 新旧対照表 

新 旧 

目次 

第 1章 総則(第 1条・第 2条) 

第2章 セクシュアル・ハラスメント等の防止

等(第 3条―第 5条) 

第3章 行政対象カスタマー・ハラスメントに

関する措置等(第 6条―第 9条) 

第4章 相談窓口及びハラスメント苦情相談処

理委員会の設置(第 10 条・第 11 条) 

第 5 章 公表の措置等(第 12条・第 13条) 

第 6 章 雑則(第 14 条・第 15条) 

附則 

   第 1章 総則 

 (目的) 

第1条 この条例は、ハラスメントが職員の勤務

環境を悪化させ、公務に従事する人材の確保

を妨げ、執務能率を損なうことに鑑み、ハラ

スメントを防止し、排除し、及びハラスメン

トの被害から職員を保護することが公務遂行

上の課題であり、その解決を図ることが本市

の行政運営にとって不可欠であるとの認識の

下、ハラスメントの防止に関する市長等、任

命権者及び職員の責務を明らかにするととも

に、ハラスメントが生じた場合にとるべき措

置を定めることにより、将来にわたる適正な

行政運営を確保することを目的とする。 

 (定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) セクシュアル・ハラスメント等 セクシ

ュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメ

ント若しくは妊娠、出産、育児又は介護に

関するハラスメントを行うこと又は誹謗中

傷、風説の流布等により相手方の人権を侵

害し、不快にさせることをいう。 

(2) セクシュアル・ハラスメント 他の者を

不快にさせる性的な言動であって、勤務環

境を悪化させ、又は職業の選択に資する活

動の妨げとなるものをいう。 

 (3)～(6) 省略 

(7) 派遣労働者 労働者派遣事業の適正な運

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (目的) 

第1条 この条例は、ハラスメントが職員の勤務

環境を悪化させ、執務能率を損なうものであ

ることに鑑み、ハラスメントを防止し、排除

することが公務遂行上の課題であり、その解

決を図ることが本市の行政運営にとって不可

欠であるとの認識の下、ハラスメントの防止

に関する市長等の責務を明らかにするととも

に、ハラスメントが生じた場合にとるべき措

置を定めることにより、将来にわたる適正な

行政運営を確保することを目的とする。 

 

 

(定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) ハラスメント セクシュアル・ハラスメ

ント、パワー・ハラスメント若しくは妊

娠、出産、育児又は介護に関するハラスメ

ントを行うこと又は誹謗中傷、風説の流布

等により相手方の人権を侵害し、不快にさ

せることをいう。 

(2) セクシュアル・ハラスメント 他の者を

不快にさせる性的な言動であって、勤務環

境を悪化させるものをいう。 

 

 (3)～(6) 省略 
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営の確保及び派遣労働者の保護等に関する

法律(昭和 60年法律第 88号)第 2条第 2号に

規定する派遣労働者であって、本市に同条

第1号に規定する労働者派遣の役務を提供す

る者をいう。 

(8) 指定管理者等 次に掲げる者をいう。 

ア 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第

244 条の 2 第 3 項の規定により本市の施設

を管理するものがある場合における当該

施設の管理に関する業務に従事する役員

又は労働者 

イ 事業者が本市との請負契約その他の契

約に基づいて業務を行う場合における当

該業務に従事する当該事業者の役員又は

労働者 

(9) 就職希望者等 職員になろうとする者そ

の他これに類する者として規則で定めるも

のをいう。 

第2章 セクシュアル・ハラスメント等の

防止等 

(市長等の責務) 

第3条 市長等は、セクシュアル・ハラスメント

等を行ってはならない。 

2 市長は、他の任命権者(議長を除く。)がセク

シュアル・ハラスメント等の防止等のために

実施する措置に関し、調整及び助言を行うも

のとする。 

 

 

3 市長は、第10条第4項の規定による報告を受

けた場合において、セクシュアル・ハラスメ

ント等があったと思料するときは、議長に対

し、調査を行うよう要請するとともに、必要

に応じて当該議員に対する指導等の対応を行

うよう求めなければならない。この場合にお

いて、議長は、これに応じて協力しなければ

ならない。 

4 市長は、市長等、職員、派遣労働者又は指定

管理者等(以下「公務従事者」という。)によ

る議員に対するセクシュアル・ハラスメント

等に関し、議長から事実関係の調査の要請を

受けたときは、第 11 条第 1 項に規定するハラ

スメント苦情相談処理委員会に調査を依頼

し、その調査結果を議長に報告するものとす

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(市長等の責務) 

第3条 市長等は、何人に対してもハラスメント

を行ってはならない。 

2 市長は、職員によるハラスメントの防止に関

する研修その他の施策を行うとともに、他の

任命権者(議長を除く。次条第 1 項において同

じ。)がハラスメントの防止等のために実施す

る措置に関する調整及び助言に当たらなけれ

ばならない。 

3 市長は、第 6 条第 4 項の規定による報告を受

けた場合において、ハラスメントがあったと

思料するときは、議長に対し、調査を行うよ

う要請するとともに、必要に応じて当該議員

に対する指導等の対応を行うよう求めなけれ

ばならない。この場合において、議長は、こ

れに応じて協力しなければならない。 

 

4 市長は、市長等又は職員による議員に対する

ハラスメントに関し、議長から事実関係の調

査の要請を受けたときは、第7条第1項に規定

するハラスメント苦情相談処理委員会に調査

を依頼し、その調査結果を議長に報告するも

のとする。 
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る。 

5・6 省略 

7 市長等は、第11条第1項に規定するハラスメ

ント苦情相談処理委員会が行う調査に協力し

なければならない。 

 

(任命権者の責務) 

第 4 条 任命権者(労働者派遣の役務の提供を受

ける任命権者及び指定管理者等が従事する事

業に関する業務を所管する任命権者を含む。

第10条第2項を除き、以下同じ。)は、その指

揮監督する職員、当該任命権者に労働者派遣

の役務を提供する派遣労働者、当該任命権者

が所管する事業に関する業務に従事する指定

管理者等又は就職希望者等(以下「被指揮監督

職員等」という。)がその能率を十分に発揮で

きるような勤務環境を確保し、又は職業の選

択に資する活動が妨げられないようにするた

め、研修その他の職場におけるセクシュア

ル・ハラスメント等の防止に必要な措置を講

じなければならない。 

2 任命権者は、第11条第5項の規定による報告

を受けた場合において、当該報告で被指揮監

督職員等が他の任命権者の指揮監督を受ける

職員、当該他の任命権者に労働者派遣の役務

を提供する派遣労働者又は当該他の任命権者

が所管する事業に関する業務に従事する指定

管理者等(以下この項において「他の被指揮監

督職員等」という。)からセクシュアル・ハラ

スメント等を受けたとされていたときは、当

該他の任命権者に対し、必要に応じ、セクシ

ュアル・ハラスメント等の再発防止に必要な

措置を講ずるよう求めるものとする。この場

合において、当該他の任命権者は、これに応

じて協力しなければならない。 

3 任命権者は、被指揮監督職員等がセクシュア

ル・ハラスメント等に関する苦情若しくは相

談(以下「苦情相談」という。)の申出をし、

又は調査に協力したことを理由として、職場

において不利益な取扱いを受けることがない

ようにしなければならない。 

4 任命権者は、被指揮監督職員等によるセクシ

ュアル・ハラスメント等の事実を確認したと

きは、懲戒処分その他の必要な措置を講ずる

 

5・6 省略 

7 市長等は、第 6 条第 2 項に規定する相談員及

び第7条第1項に規定するハラスメント苦情相

談処理委員会が行う確認及び調査に協力しな

ければならない。 

(任命権者の責務) 

第4条 任命権者は、職員がその能率を十分に発

揮できるような勤務環境を確保するため、職

場におけるハラスメントの防止に努めなけれ

ばならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 任命権者は、その指揮監督する職員が他の任

命権者の指揮監督を受ける職員(以下この項に

おいて「他の職員」という。)からハラスメン

トを受けたとの申出があった場合において、

ハラスメントがあったと思料するときは、当

該他の任命権者に対し、調査を行うよう要請

するとともに、必要に応じて他の職員に対す

る指導等の対応を行うよう求めなければなら

ない。この場合において、当該他の任命権者

は、これに応じて協力しなければならない。 

 

 

 

 

3 任命権者は、その指揮監督する職員がハラス

メントに関する苦情又は相談(以下「苦情相

談」という。)の申出をし、又は調査に協力し

たことを理由として、職場において不利益な

取扱いを受けることがないようにしなければ

ならない。 

4 任命権者は、その指揮監督する職員によるハ

ラスメントの事実を確認したときは、懲戒処

分その他の必要な措置を講ずるものとする。 
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ものとする。 

5 省略 

(職員等の責務) 

第5条 職員は、セクシュアル・ハラスメント等

を行ってはならない。 

2 管理職員(一般職の職員の給与に関する条例

(昭和 43 年羽曳野市条例第 445 号)別表第 2 の

職級が部長級の職員及び課長級の職員並びに

出先施設の長をいう。以下同じ。)は、良好な

勤務環境を確保するため、指導等によりセク

シュアル・ハラスメント等の防止に努めると

ともに、セクシュアル・ハラスメント等が生

じた場合には、迅速かつ適切に対処しなけれ

ばならない。 

3 職員、派遣労働者又は指定管理者等は、第 11

条第1項に規定するハラスメント苦情相談処理

委員会が行う調査に協力しなければならな

い。 

第3章 行政対象カスタマー・ハラスメン

トに関する措置等 

(定義) 

第 6条 この章から第5章までにおいて「行政対

象カスタマー・ハラスメント」とは、公務従

事者に対するそれらの者の職務に係る行政サ

ービスの利用者等の言動であって、当該職務

の性質その他の事情に照らして社会通念上許

容される範囲を超えるものにより、公務従事

者が精神的若しくは身体的な苦痛を与えら

れ、その人格若しくは尊厳が害され、又はそ

の勤務環境が害されることをいう。 

(市長等の責務) 

第7条 市長は、他の任命権者が行う行政対象カ

スタマー・ハラスメントに対する措置に関

し、調整及び助言を行うものとする。 

2 市長は、次条第 2 項の規定による申出を受け

た場合において、行政対象カスタマー・ハラ

スメントがあり、かつ、その再発の防止に有

効であると思料するときは、他の事業者又は

議長に対し、再発の防止に必要な措置の実施

を求めるものとする。 

3 副市長は、前 2 項に規定する事務の遂行に関

し、市長を補佐するものとする。 

(任命権者の責務) 

第8条 任命権者は、公務従事者がその能率を十

 

5 省略 

(職員の責務) 

第5条 職員は、何人に対してもハラスメントを

行ってはならない。 

2 管理職員は、良好な勤務環境を確保するた

め、指導等によりハラスメントの防止に努め

るとともに、ハラスメントが生じた場合に

は、迅速かつ適切に対処しなければならな

い。 

 

 

 

 

3 職員は、次条第 2 項に規定する相談員及び第

7 条第 1 項に規定するハラスメント苦情相談処

理委員会が行う確認及び調査に協力しなけれ

ばならない。 
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分に発揮できるような勤務環境を確保するた

め、研修その他の行政対象カスタマー・ハラ

スメントの対処に必要な措置を講じなければ

ならない。 

2 任命権者は、第11条第5項の規定による報告

を受けた場合において、行政対象カスタ

マー・ハラスメントがあり、かつ、他の事業

者又は議長による再発の防止措置が必要であ

ると思料するときは、市長に対し、その旨を

申し出るものとする。 

3 任命権者は、公務従事者が行政対象カスタ

マー・ハラスメントに関する苦情相談の申出

をし、又は調査に協力したことを理由とし

て、職場において不利益な取扱いを受けるこ

とがないようにしなければならない。 

(職員等の責務) 

第9条 管理職員は、行政対象カスタマー・ハラ

スメントが生じた場合には、迅速かつ適切に

対処しなければならない。 

2 職員、派遣労働者又は指定管理者等は、第 11

条第1項に規定するハラスメント苦情相談処理

委員会が行う調査に協力しなければならな

い。 

第4章 相談窓口及びハラスメント苦情相

談処理委員会の設置 

(窓口の設置) 

第 10 条 任命権者は、セクシュアル・ハラスメ

ント等又は行政対象カスタマー・ハラスメン

トに関する苦情相談(議員による公務従事者に

対するセクシュアル・ハラスメント等に関す

る苦情相談を除く。第 4 項を除き、以下同

じ。)の申出に対応するため、ハラスメント相

談窓口(以下「窓口」という。)を設置するも

のとする。 

2 窓口に、職員のうちから任命権者が任命する

相談員を置く。 

3 相談員は、苦情相談の内容の聴取及び苦情相

談の当事者に対する助言を行うものとする。 

 

4 相談員は、議員による公務従事者に対するセ

クシュアル・ハラスメント等に関する苦情相

談を受けたときは、速やかにその旨を市長に

報告するものとする。 

5 相談員は、苦情相談の内容を聴取したとき

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(窓口の設置) 

第6条 市長等又は職員からのハラスメントに関

する苦情相談の申出に対応するため、ハラス

メント相談窓口(以下「窓口」という。)を設

置する。 

 

 

 

 

2 窓口に、職員のうちから市長が任命する相談

員を置く。 

3 相談員は、苦情相談に係る事実関係の確認及

び苦情相談の当事者に対する助言を行うもの

とする。 

4 相談員は、議員による市長等又は職員に対す

るハラスメントに関する苦情相談を受けたと

きは、速やかにその旨を市長に報告するもの

とする。 

5 相談員は、苦情相談(議員による市長等又は
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は、正当な理由がある場合を除き、市長及び

当該苦情相談におけるセクシュアル・ハラス

メント等の当事者に係る任命権者又は行政対

象カスタマー・ハラスメントを受けたとする

公務従事者に係る任命権者に聴取結果を報告

しなければならない。 

6 市長は、前項の規定による報告を受けたとき

は、次条第1項に規定するハラスメント苦情相

談処理委員会に対し、苦情相談に係る事実関

係の調査を依頼するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(苦情相談処理委員会) 

第 11 条 1 省略 

2 委員会は、第 3 条第 4 項又は前条第 6 項の規

定による依頼に基づき、苦情相談に係る事実

関係を調査し、苦情相談に係る問題の解決の

ために必要な措置について審議する。 

 

3・4 省略 

5 委員会は、市長及び苦情相談におけるセクシ

ュアル・ハラスメント等の当事者に係る任命

権者又は行政対象カスタマー・ハラスメント

を受けたとする公務従事者に係る任命権者に

調査及び審議の結果を報告するものとする。 

第 5章 公表の措置等 

(公表の措置) 

第 12 条 市長は、市長等によるセクシュアル・

ハラスメント等の事実が確認された場合は、

適正な行政運営を確保するために必要であ

り、かつ、当該セクシュアル・ハラスメント

等の性質、内容及び結果、当該セクシュア

ル・ハラスメント等を受けた者の心情、当該

者の私生活又は業務の平穏を害するおそれの

有無その他の事情を考慮して当該セクシュア

ル・ハラスメント等を行った者の氏名等の公

表その他の措置を講ずるものとする。 

職員に対するハラスメントに関する苦情相談

を除く。)に係る事実関係を確認したときは、

市長及び苦情相談に係るハラスメントを行っ

た者の任命権者に報告しなければならない。 

 

 

6 市長は、前項の規定による報告(市長以外の

任命権者が指揮監督する職員によるハラスメ

ントに関する報告を除く。)を受けたときは、

次条第1項に規定するハラスメント苦情相談処

理委員会に対し、苦情相談に係る事実関係の

調査を依頼するものとする。 

7 前項の規定は、第 5 項の規定による報告を受

けた同項の任命権者について準用する。この

場合において、同項中「市長は、前項」とあ

るのは「前項の任命権者は、同項」と、「報

告(市長以外の任命権者が指揮監督する職員に

よるハラスメントに関する報告を除く。)」と

あるのは「報告」と読み替えるものとする。 

(苦情相談処理委員会) 

第 7 条 1 省略 

2 委員会は、前条第6項(同条第7項において準

用する場合を含む。)の規定による依頼に基づ

き、苦情相談の事実関係を調査し、苦情相談

に係る問題の解決のために必要な措置につい

て審議する。 

3・4 省略 

5 委員会は、調査及び審議の結果を市長及び前

条第7項の規定により委員会に対して苦情相談

に係る事実関係の調査を依頼した任命権者に

報告するものとする。 

 

 

(公表の措置) 

第8条 市長は、市長等によるハラスメントの事

実が確認された場合は、適正な行政運営を確

保するために必要であり、かつ、当該ハラス

メントの性質、内容及び結果、当該ハラスメ

ントを受けた者の心情、当該者の私生活又は

業務の平穏を害するおそれの有無その他の事

情を考慮して当該ハラスメントを行った者の

氏名等の公表その他の措置を講ずるものとす

る。 
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(守秘義務) 

第 13 条 委員会の委員、相談員若しくは任命権

者又はこれらの者が行う調査に協力した者

は、正当な理由なく、職務上知り得た情報で

あって、セクシュアル・ハラスメント等の当

事者又は行政対象カスタマー・ハラスメント

を受けた者を特定させるものその他の秘密を

漏らしてはならない。その職を退いた後も同

様とする。 

第 6章 雑則 

(職務の代理) 

第 14 条 市長がセクシュアル・ハラスメント等

を行ったとされる場合は、第 12 条に規定する

市長の権限は、地方自治法第152条の規定に準

じて指定された代理者が行う。 

第 15条 省略 

以下省略 

(守秘義務) 

第9条 委員会の委員、相談員若しくは任命権者

又はこれらの者が行う調査に協力した者は、

正当な理由なく、職務上知り得た情報であっ

て、ハラスメントの当事者を特定させるもの

その他の秘密を漏らしてはならない。その職

を退いた後も同様とする。 

 

 

 

(職務の代理) 

第 10 条 市長がハラスメントを行ったとされる

場合は、この条例に規定する市長の権限は、

地方自治法(昭和22年法律第67号)第 152条の

規定に準じて指定された代理者が行う。 

第 11条 省略 

以下省略 
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